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I はじめに
高齢者向けの「住まい」に厳密な定義はないと思われるが，一般に，バ
リアフリー化され，介護サービスが提供されたり，あるいは安否確認，緊
急時対応などのサービスが提供される住宅を指す。こうした高齢者向けの
住まいの整備は，厚労省（旧厚生省）による老人福祉施設の整備を除くと，
もっぱら国土交通省（旧建設省）によって行われてきたが，そこでは高齢
者介護あるいは福祉の視点はあまり意識されて来なかった。この点は，「福
祉は住宅に始まり住宅に終わる」とか「住宅政策は社会保障の基盤である」
と言われる北欧諸国と大きく異なるところである１）。
しかし，今後わが国においても，少子高齢化の進行によって高齢者夫婦
のみの世帯あるいは高齢者単独世帯が増加することが予想されている。社
会保障・人口問題研究所の中位推計によれば２），少子化により総人口は
２０３０年には２００５年に比べ１割減少する。一方，６５歳以上の高齢者人口は
２００５年に比べ２０１５年には８００万人，３０％増加し，さらに２０２５年には
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１，１００万人，４１％増加する。２０３０年には高齢者数はほぼ安定するが，し
かし７５歳以上の後期高齢者の伸びは著しく，高齢者の中で高齢化が進む。
後期高齢者数は２０２５年に２００５年よりもおよそ１．９倍に増え，全人口に占
める割合も１８％と倍増する。
高齢者人口の増加は，要介護認定者の増加をもたらす。６５歳以上の認
定者総数は，２００５年に比べ，２０１５年には１６０万人（４０％）増加し，さら
に団塊の世代が後期高齢者となる２０２５年には３００万人（７４％）増加する３）。
それに伴い，自宅で介護を受けることが困難な高齢者も増加する。要介護
の高齢者に対して，どのような「住まい」で介護サービスを提供するのか，
ケアと住まいを一体的に検討することが不可欠である。
そこで小論の第１の目的は，わが国で高齢者向けの住宅政策がどのよう
に展開してきたかを整理することである。高齢者向けの住まいがどのよう
な歩みで現在に至っているかを知ることは，今後の高齢者の住まいと介護
を考えるのに役立つはずである。小論の第２の目的は，高齢者向け住宅の
現状を検討することである。そこでは高齢者向け住宅がきわめて多種多様
であることが示される。第３の目的は，高齢者の住まいを介護保険との関
連で考察することである。とくに，２００５年改革で導入された外部サービ
ス利用型の特定施設と，最近急増している高齢者専用賃貸住宅を取り上げ，
その問題点を考察する。最後に，今後検討すべき課題を述べる。
本稿の構成は，次の通りである。まずⅡ節で高齢者向け施策の変遷を３
つの期間に分けて経年的にたどる。Ⅲ節は高齢者向け住まいの現状を検討
し，Ⅳ節で高齢者向けの住まいと介護保険の問題を取り上げる。最後にⅤ
節で，結びとして残された課題を論じる。
３） ここでは認定者数は，前期高齢者と後期高齢者に分け，それぞれ認定率が
２００５年１０月の数値で一定と仮定して推計している。ただし，直近では重度
の認定率は上昇している。
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II 高齢者向け住宅政策の変遷
高齢者向けの住まいに対する政策について，大きく介護保険導入前，介
護保険導入後から２００５年の介護保険改正まで，そしてその後現在に至る
までの３つの時期区分に分けて，その変遷をたどる４）。
 －１ 介護保険導入前
（１） 老人福祉施設の整備
１９６３年に老人福祉法が制定され，自宅で介護を受けることが困難にな
った高齢者を入居させる施設として養護老人ホーム，特別養護老人ホーム，
軽費老人ホームなどが設けられた。いずれも入居は，希望者の状況を行政
（市町村）が判断して決定する措置制度が採られていた。また財源は，本人
および家族の年収をもとに決定された自己負担と税財源が投入された。
その後，軽費老人ホームの類型を３つに増やし，自立した生活が可能な
高齢者も対象としている。
（２） 高齢者向け住宅の整備
１９９０年代までの高齢者向け住宅は，低所得者向けに重点がおかれ，公
共賃貸住宅に対して建設費や家賃の補助が行われた。主な事業は次の通り
である。
①１９８７年 シルバーハウジング・プロジェクト
旧厚生省と旧建設省の共同プロジェクトとして，地方公共団体などが
整備する高齢者向け賃貸住宅（公営住宅）に，高齢者向けの安否の確認
４） 以下については，濱田 (2007)，『シニアコミュニティ』編集部編 (2007)。嶺
学 (2008)，国土交通省住宅局 (2008)，高齢者住宅財団ホームページ等を参
考にした。
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や緊急時対応などのサービスを行うライフサポートアドバイザー (LSA)
を配置するものである。高齢者の利用に配慮した設備・仕様に対して工
事費の一部などが補助される。１９９３年にデイサービスセンター等の福
祉施設と連携してサービスが利用できるよう制度が拡充された。
このプロジェクトは現在まで続いているが，２００４年度からは大規模
公営住宅団地（１００戸以上）の建て替えに当たっては福祉施設の併設を義
務付け，また２００８年度からは安心住空間プロジェクト（後述）として，
公共賃貸住宅団地を地域の福祉の拠点として再整備する事業が始まって
いる。
②１９９０年 シニア住宅供給促進事業
UR 都市機構（旧住宅公団）や地方住宅供給公社の建設する一定の基
準を満たした高齢者向け賃貸住宅の建設等に対し補助する制度である。
終身年金保険に加入することにより生涯にわたって家賃の支払いが保障
されるシステムを採用した。１９９５年から民間事業者の建設する住宅も
対象に拡大し，これは後の高齢者向け優良賃貸住宅制度の創設につなが
った。２００８年で新規認定は終了した。
③１９９４年 高齢者向け公共賃貸住宅整備計画
これは旧建設省事務次官通達として計画されたもので，１９９４年から
２１世紀初頭までの高齢者向け公共賃貸住宅の整備戸数を，借家に居住
する最低居住水準未満かつ低所得の高齢者等世帯数に等しい３５万戸に
設定した５）。整備実績は，公営住宅が３６万戸（２００５年度末），UR 都市
機構賃貸住宅が１４．７万戸（２００８年度末），地方住宅供給公社賃貸住宅
５） この目標量は，次の（ア）～（エ）の条件すべてに該当する世帯数から施設入
所世帯数を除いたものである。（ア）２００４年時点の６０歳以上の高齢者単身
・夫婦世帯数から施設入所世帯数を除く。（イ）借家居住，（ウ）最低居住水
準未満，（エ）収入分位Ⅰ～Ⅳ。
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２．３万戸（２００７年度末），合計すると約５０万戸であり，整備目標を上回
っている。
④１９９８年 高齢者向け優良賃貸住宅制度
１９９８年に予算措置として，公団・公社，民間を対象に高齢者向け優
良賃貸住宅の建設費，家賃等を補助する制度が設けられた。これは，２００１
年の高齢者居住法によって恒久化された。また当初は，補助対象に所得
制限があった。
 －２ 介護保険制度導入～２００５年介護保険改正
２０００年に介護保険制度が導入された。介護保険上の施設としては，生
活介護を中心とする介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム），介護やリハ
ビリを中心とする介護老人保健施設（老健），医療が中心の介護療養型医
療施設（療養病床）の３施設がある６）。入居（入院）すると，費用の１割を
自己負担し，残りの９割が介護保険から支払われる仕組みがとられた。介
護保険の費用は，５割を被保険者が負担し，残りの５割を公費で負担した。
被保険者の負担分については，６５歳以上の第１号被保険者と４０歳から６４
歳までの第２号被保険者が人口比で按分して負担する。公費については原
則，国が全体の２５％を，都道府県と市町村がそれぞれ１２．５％ずつ負担す
る仕組みがとられた。
措置制度から保険制度に移行したので，被保険者は，要介護度１以上に
認定されれば，希望の施設に入居（入院）する権利をもつ。しかし，制度
導入のひとつのねらいは，「施設介護から在宅介護」へサービス提供の場
を転換することであったため，施設の整備が抑制された。その結果，自宅
での介護が困難で施設入居を希望しながらも入居できない待機者が大量に
６） 医療サービスの必要性の低い介護療養病床は２０１１年度末で廃止の方針が示
されている。
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発生し，その数は全国で約３８万人とも言われた。そのような高齢者は，
住み慣れた自宅を離れてグループホームや有料老人ホームあるいは高齢者
用のアパートなどに移り，そうした民間施設で介護サービスを利用する高
齢者が急増した。
このような民間施設で提供される介護サービスのうち，介護保険上「認
知症対応型共同生活介護」の指定を受けたグループホームと「特定施設入
居者生活介護」７）の指定を受けた有料老人ホームとケアハウスで提供され
ているものは，居宅介護サービスの中で給付額等が別掲されている。しか
し，有料老人ホーム，高齢者用のアパートや宅老所と呼ばれる施設等の中
には「特定施設入居者生活介護」の指定を受けていないものも多い８）。こ
うした民間施設の入居者が利用している介護サービスは，居宅介護サービ
スの訪問介護，訪問リハビリ等の中に含まれており，その利用の実態は不
明である。
表１は，介護保険のデータで把握できるグループホームと有料老人ホー
７） 特定施設入居者生活介護は，住宅と介護サービス提供の事業者が同一で，サ
ービス提供の費用は要介護度別に包括払いで算定される。その後２００５年改
革で，外部サービス利用型も認められた。
８） 特定施設の指定を受けていない施設には，施設整備の基準を満たしていない
ものもあるが，介護給付費の増加を抑制するため，基準を満たしても指定さ
れないものもある。この点については，後掲Ⅲ－２で詳述する。
表１ 居住系サービスの推移
対２０００年度
比
介護費総額
居宅サービ
ス給付費＊
施設サービ
ス給付費
認知症対応型
共同生活介護
（グループホ
ーム）＊
特定施設入
所者生活介
護
第１号被保
険者
２００４年度 １．５６ ２．２７ １．２２ １４．１６ ４．３３ １．１２
２００８年度 １．７８ ２．５６ １．１９ ２７．１０ １２．９０ １．２６
注） ＊印は地域密着型認知症対応型共同生活介護を含む。
２００８年度の第１号被保険者数は２００９年１月末現在。
別表１：介護費の推移も参照。
出所） 国民健康保険中央会「介護費の給付状況」（平成１７年度～２０年度），厚生労働省「介
護保険事業報告」（平成２１年１月分）
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ム等の特定施設の給付額が，導入当初の２０００年度に比べ，その後どの程
度増加したかを示している。２００４年度で見ると，介護費総額が１．５６倍，
居宅サービス給付費が２．２７倍なのに対し，グループホームは４年間で１４
倍を超えている。特定施設も４．３倍に伸びている。グループホームと特定
施設はその後も増加し，２００８年度では，グループホームが２７．１倍，特定
施設が１２．９倍になっている。地域的には，グループホームは全国的に，
また特定施設（有料老人ホーム）は都市部で急増している。
このように介護保険導入後，「施設」に入所できず，しかし住み慣れた
「自宅」で居住することも困難な高齢者に対して，どのように「住まい」
を整備し，またケアを提供するかが大きな課題として浮かび上がった。
そこで，民間による高齢者単独・夫婦世帯等向けのバリアフリー化され
た優良な賃貸住宅の供給を促進するため，２００１年にいわゆる高齢者居住
法が制定された。
①２００１年 高齢者の居住安定確保に関する法律（高齢者居住法）
高齢者居住法によって，以下の制度が創設された。
イ）高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）制度
これはバリアフリー化や面積などの基準を満たした高齢者向け優良
賃貸住宅の建設や既存賃貸住宅の改良等に対し，国・地方公共団体に
より補助を行うものである。
ロ）高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）の登録・閲覧制度
高齢者を理由に入居を拒まない賃貸住宅（高円賃）は，都道府県に
登録することにより賃貸住宅の位置，戸数，規模，設備などの情報を
市町村の窓口で閲覧できるようにする制度である。
なお，高円賃の設備等についての基準はなく，ただ登録さえすれば
閲覧ができるというものであったため，バリアフリー化されていない
ものも多く，その規模や設備等のレベルには大きな格差があった。そ
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こで，２００９年の高齢者居住法改正により，２０１０年５月から規模・設
備に基準が設けられるとともに，前払い家賃等の賃貸条件についても
条件が付された９）。
ハ）終身建物賃貸借制度
従来，高齢者向け賃貸住宅の契約関係は終身利用権か，建物賃貸借
契約によってなされていた。終身利用権方式は多くの有料老人ホーム
で採用されているもので，民法上，無名契約または混合契約とされ，
事業者が変更となった場合，そこで契約が終了することになる。たと
えば，事業者が倒産すると，居住し続けられる保障がなく，居住が不
安定という問題がある。他方，事業者側では，終身利用権なので高齢
者一代限りの契約で相続に係る問題が発生しない。
一方，通常の賃貸住宅の建物賃貸借契約では借地借家法が適用され，
事業者変更の場合でも入居を継続できるので，居住の安定を確保でき
る点で，賃借人にとり優れている。他方，借家権は相続可能であり，
当該高齢者限りの契約として死亡時に契約終了という契約をしても，
無効とされる。したがって，事業者側では採用しにくい面がある。新
たに設けられた終身建物賃貸借制度では，この点を改善し，賃借人の
死亡により契約終了するもので，借家権の相続は発生せず，一代限り
の契約となる。入居者の権利を守りつつ，事業者の便宜も図る制度で
あるといえる。
ニ）高齢者の持家に係るバリアフリー化等の推進
高齢者に対する持家のバリアフリー化または都市居住再生融資によ
るマンション建替え等を行う場合に，住宅金融公庫融資制度の特例と
して新たに創設されたリバースモーゲージ制度を活用することができ
るようになった。
９） 基準については，２００９年の高齢者居住法の改正の項を参照。
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②２００１年 第８期住宅建設５カ年計画
高齢者居住法と相前後して，２００１年から２００５年を計画期間とする第
８期住宅建設５カ年計画が，２００１年に閣議決定された。本計画では，今
後の住宅政策の方向として高齢社会への対応が取り上げられ，高齢者が
安心して居住できる居住環境の整備，住宅のバリアフリー化の推進等が
掲げられた。具体的には，高齢者向け優良賃貸住宅の整備目標を借家に
居住する要介護，要支援の高齢世帯数に等しい１１万戸に設定した１０）。
しかし，２００８年３月現在の高齢者向け優良賃貸住宅は，３万戸で目標に
は遠く及ばない。
介護保険は制度創設時に，５年を目処にそのあり方を見直すことがあら
かじめ定められていた。そのための検討の一環として，厚生労働省老健局
長の私的研究会として高齢者介護研究会が設置された。
③２００３年 高齢者介護研究会報告書『２０１５年の高齢者介護』
この研究会では，２００４年度末を終期とする「ゴールドプラン２１」後
の新たなプラン策定の方向性や中長期的な介護保険制度の課題，高齢者
介護のあり方等が検討された。その報告書では，在宅介護において「３６５
日２４時間の安心，切れ目のないサービスの提供」を謳い，地域包括ケ
ア，地域密着型サービス，ユニットケアなどを提言したが，その多くは
２００５年改革で実現された。
またこの報告書では，福祉サービスの視点から「住まい」を考えると
いう観点から，自宅以外の「住まい」として「居住型」サービスを取り
上げていることが注目される。すなわち，家屋の構造や一人暮らしであ
１０） 整備目標は，次の（ア）～（ウ）の条件すべてに該当する世帯数の５ヵ年分（約
１／３）。（ア）２０１５年の６５歳以上高齢者世帯，（イ）借家居住，（ウ）要介護，
要支援
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る等の理由から，要介護者が自宅に住み続けることが物理的に困難であ
る場合や日常生活の面などで自宅での生活に困難や不安のある場合に，
バリアフリーや緊急通報装置などの設備を備え，同時に生活支援や入居
者の状態に応じた介護ニーズへの対応などの機能も備えた，高齢者が安
心して住める「住まい」を用意し，自宅からの住み替えという選択肢を
用意することが必要であるとしている。
その際，要介護状態になる前の段階で，将来要介護状態になっても再
度の住み替えをしなくても済むように，必要になったら介護サービスが
提供されることが約束されている「住まい」に早めに住み替えを行うと
いう場合（早めの住み替え）と，要介護状態になってから「自宅」同様の
生活を送ることのできる介護サービス付きの「住まい」に移り住む場合
（要介護になってからの住み替え）の２つの形が考えられる。現行制度で
は，前者については高齢者向け優良賃貸住宅やシルバーハウジング等の
高齢者向け住宅，有料老人ホームなどが該当する。後者については，グ
ループホームや特定施設が該当するが，今後，特定施設の仕組みを積極
的に活用し，「住まい」の形や介護サービス提供形態の多様化を図るこ
とにより，様々な形の「住まい」に対しても，特定施設のような形で介
護サービスを提供していく仕組みを考えていくべきであると提言してい
る。
このように小規模・多機能拠点の併設，外部サービス利用型の創設な
ど，『住まい』の形や介護サービス提供形態の多様化を提言している。
④２００４年 高齢者住宅財団「『介護を受けながらすみ続ける住まい』の
あり方に関する研究会中間報告」
この中間報告では，さらに具体的に外部サービス利用型の特定施設の
創設，有料老人ホームの定義の見直しなどを提言し，いずれも２００５年
改革で実現した。
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⑤２００５年 介護保険改革
高齢者の住まいと介護の観点からは，２００５年改革は大変大きな意味
を持っている。２００５年改革の柱は，（ア）予防重視型システムの確立（新
予防給付の創設，地域支援事業の創設など），（イ）施設給付の見直し（ホテ
ルコストの徴収など），（ウ）新たなサービス体系の確立（地域密着型サービ
スの創設，地域包括ケア体制の充実など），（エ）サービスの質の確保・向上，
（オ）負担のあり方・制度運営の見直しなどである。この第３の柱の中
に，居住系サービスの充実があげられている。具体的には，特定施設の
対象の拡大と特定施設のサービス提供形態の多様化および有料老人ホー
ムの定義の見直しが図られた。
まず特定施設の対象の拡大については，従来，特定施設は有料老人ホ
ームと軽費老人ホーム（ケアハウス）のみであったが，養護老人ホーム
（ただし，後述する外部サービス利用型のみ）と，一定の条件を満たす高齢
者専用賃貸住宅（適合高専賃）が加えられた。この高齢者専用賃貸住宅
（高専賃）とは，高齢者の入居を拒まない賃貸住宅（高円賃）のうち，専
ら高齢者を賃借人とする賃貸住宅をいい，２００５年１２月１日から高円賃
よりも登録内容を追加し，より詳細な情報提供を行う仕組みとして，「高
齢者専用賃貸住宅登録制度」が設けられた。高専賃の中で一定の基準を
満たし，さらに都道府県知事の認可を得たもの（適合高専賃）が，特定
施設となることができるようになった。
また特定施設のサービス提供形態の多様化については，従来は住宅と
介護サービスが同一の事業者によって提供されていた（一般型）が，あ
らたに相談対応，安否確認，ケアプラン策定の基本サービスは住宅を提
供する施設事業者が提供するが，それ以外の介護サービス等は外部委託
もできる外部サービス利用型が認められた。具体的には，施設事業者が
介護サービス事業者と介護サービスの業務委託契約を結び，施設事業者
は，高齢者から住宅費等に加え，利用した介護サービスの利用者負担を
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受け取るとともに介護保険給付（９割）を受け取り，委託した介護事業
者に介護費を支払うものである。つまり，施設事業者が介護サービスの
提供のすべての責任を負うが，ただし，施設事業者がどの業務を介護事
業者に委託するか，その契約内容は自由とされている。
有料老人ホームについては，入居者保護の観点から定義の見直しが行
われた。従来の定義では，「常時１０人以上の老人を入所させ，食事の提
供その他日常生活上必要な便宜を供与することを目的とする施設であっ
て，老人福祉施設でないもの」とされていた。これから人数要件を撤廃
し，「入浴，排せつ，若しくは食事の介護，食事の提供又はその他の日
常生活上必要な便宜を供与する事業を行う施設であって，老人福祉施設
や認知症対応型グループホーム等でない施設」は有料老人ホームと改正
され，都道府県知事へ届出の義務が必要となる。少人数であっても食事
等のサービスを提供していれば，有料老人ホームに該当することになっ
た。これは有料老人ホームの範囲を拡大して，規制（届出，監督など）を
強化し，サービスの品質の維持を図るものである。
なお，改正後には有料老人ホームも介護保険の住所地特例の対象にな
った。また高齢者専用賃貸住宅のうち一定の要件を満たし，都道府県へ
届出たもの（適合高専賃）は，特定施設の指定の対象になると共に有料
老人ホームの定義から除外される。
また一時金保全措置の義務化，情報開示の義務化を行い，入居者保護
の充実も図られた。
 －３ 介護保険改革後の動き
①２００６年 住生活基本法，住生活基本計画（全国計画）
２００６年には住生活基本法が制定されるとともに，今後１０年間の目標
や基本的施策を定めた住生活基本計画（全国計画）が閣議決定された。
高齢者等の住宅確保に特に配慮を必要とする者の居住の安定が確保され
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るよう，公的賃貸住宅のみならず民間賃貸住宅も含めた「住宅セイフテ
ィネット」の機能向上を目指すものである。
②２００７年 住宅セイフティネット法
高齢者，障害者，子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮
を要する者（住宅確保要配慮者）に対する賃貸住宅の供給の促進を図るこ
とを目的としている。
③２００８年 社会保障の機能強化のための緊急対策～５つの安心プラン～
（国土交通省・厚生労働省）
高齢者ができる限り見慣れた地域や家庭で自立し，安心して暮らし続
けることができるよう，公的賃貸住宅等の地域の福祉拠点としての再整
備（安心住空間創出プロジェクト）とケア付き住宅の整備の促進するもの
である。高度成長期以降に整備された公的賃貸住宅や旧日本住宅公団
（UR 都市機構）の大規模団地などを対象に，バリアフリー化された公的
賃貸住宅と介護拠点を一体的に再開発するものである。
④２００８年 社会保障国民会議中間報告
２０２５年段階の医療・介護費用を現状維持のケースとともに医療・介
護一体改革実施後のケースについて，入院（急性期，亜急性期・回復期），
療養施設，介護施設，居住系施設，在宅別のベッド数，人数，費用など
をシミュレーションした。
これは医療と介護を一体的に分析した点で画期的な研究である。高齢
者の住まいの整備については，介護施設・居住系あわせて高齢者人口の
６％を前提としている。これは現在のスウェーデン並みの高い水準であ
るが，ここでの居住系には特定施設と認知症対応型グループホームしか
含んでおらず，高齢者用賃貸住宅等は含まれていない。
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⑤２００８年 持続可能な社会保障構築とそのための安定財源確保に向け
た「中期プログラム」
２００８年には「中期プログラム」が閣議決定され，グループホーム等
居住系サービスの拡充，２４時間対応小規模多機能サービスの充実によ
る在宅介護の強化，施設機能の強化（重度化対応，看取り機能，個室化・
ユニット化）が謳われた。
⑥２００９年 社会資本整備審議会「高齢者が安心して暮らし続けること
ができる住宅政策のあり方について」
国土交通大臣の諮問機関である社会資本整備審議会の答申で，在宅介
護が行われる場として住宅の整備を進めるとともに，生活支援・介護サ
ービスの提供される住宅を含め，高齢者の生活する住宅と特別養護老人
ホーム等の入所施設等を総合的かつ一体的にとらえ，高齢者の「住ま
い」を確保していくことを求めている。
⑦２００９年 高齢者居住法改正
先に見たように，施設整備が抑制される中，認知症対応型グループホ
ームや介護付き有料老人ホームが急増したが，介護費用抑制のため，保
険者である市町村がグループホームの増設を抑制し始めた。すると，事
業者はそれに代わって高齢者向けの賃貸住宅の建設を進めたが，高齢者
向け賃貸住宅の中には設備やサービスの質の面で問題のあるところが出
てきた。そこで，２００９年の高齢者居住法の改正で，前述したように，
高円賃の登録基準の導入１１），家賃債務保証の対象月数拡大等，入居者保
１１） 規模の基準は１戸当たり２５㎡以上，ただし居間，食堂，台所等，高齢者が
共同して利用するために十分な面積を有する共用の設備がある場合は１８㎡
以上，また設備の基準は原則として，各戸に台所，水洗便所，収納設備，洗
面設備および浴室を備えること。ただし共用部分に共同して利用するため適
切な台所，収納設備または浴室を備えている場合は，各戸が水洗便所と洗面
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護の観点から，高齢者向け賃貸住宅への規制が強められた。
III 高齢者向け住まいの現状
高齢者向け住まいに対する政策の変遷をたどることにより，多種多様な
住まいが，いわば五月雨的に整備されてきたことがわかる。そこで以下で
は，現在，どのような高齢者向け住まいが整備されているか，整理をした
うえで，最近整備が急速に進んでいる高齢者専用賃貸住宅について取り上
げる。
 －１ 高齢者向け住まいの現状
現在の高齢者向け住まいは大別すると，（１）老人福祉施設，（２）公的賃
貸住宅，（３）民間施設，（４）介護保険施設に分かれる。
（１） 老人福祉施設：養護老人ホーム（＊），軽費老人ホーム（Ａ型，Ｂ型，
ケアハウス＊），生活支援ハウス。
（２） 公的賃貸住宅：シニア住宅，シルバーハウジング
（３） 民間施設：有料老人ホーム（健康型，住宅型，介護付＊），民間賃貸
住宅（高円賃，（適合＊）高専賃，高優賃），認知症対応型共同生活介護（グ
ループホーム）
（４） 介護保険３施設：介護老人福祉施設＊，介護老人保健施設＊，介護
療養型医療施設＊
なお，＊印は介護保険の特定施設を示し，介護保険３施設以外は，狭義
の居住系に当たる。
それぞれの住まいの概要，年齢，設置主体，提供されるサービス，介護
保険上の扱い，補助の有無，整備数等について，現段階で得た情報をもと
設備を備えていれば可である。これらの基準は，適合高専賃の基準と同じで
ある。
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に付表にまとめたが１２），一覧してわかるようにきわめて多種多様で，複雑
である。今後，こうした施設は，機能，対象などによりいくつかのカテゴ
リに集約することが必要である１３）。
高齢者がこれらの住まい・施設のなかで，どこで介護サービスを利用し
ているのか。先にも述べたが，介護保険の統計では，施設サービスと狭い
意味の居住系すなわち特定施設生活介護（指定を受けた有料老人ホーム，ケ
アハウス）とグループホームでの利用の状況は把握できる。しかし，民間
の高齢者向け賃貸住宅や公共賃貸住宅等に居住して高齢者が利用する介護
サービスは，自宅で利用するサービスと同様に在宅介護サービスの中に含
まれている。
図１はこれを図式化したものであ
る。図のＡは住み慣れた自宅で介護
サービスを利用している高齢者を示
す。Ｄは介護３施設に入居（入院）し
ている高齢者を示す。ＢとＣは，介
護保険の統計上は居宅介護サービス
に含まれるが，Ｃについてはその大
きさは別掲されている。しかし民間
の施設に居住するＢがどのくらいの
大きさになっているのか，統計上は
明らかでない。
国土交通省は，要支援・要介護認
定者４１８万人に対して，介護保険施
設（Ｄ）が約８３万人，居住系サービ
１２） 本表は，未定稿である点に注意していただきたい。
１３） スウェーデン，フィンランド，デンマークなどの経験が参考になる。『海外
社会保障研究』Autumn 2008, N0. 164（特集：世界の高齢者住宅とケア政
策）所収の論文を参照。
図１ 高齢者はどこで介護サー
ビスを利用しているのか
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 










Ａ：自宅
Ｂ：高齢者向け公
共・民間賃貸
住宅など
Ｃ：（狭義の）
居住系
Ｄ：介護施設
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ス（Ｃ）が約４３万人に高齢者向け公共賃貸住宅が約５万戸あり，これら
の合計約１３１万人が「介護・生活支援サービスのついた高齢者の住まい」
の居住者との推計を示している１４）。しかしＢの中の民間の高齢者向け賃貸
住宅等は，これに含まれない。
１４） 出所）国土交通省住宅局「高齢者住宅施策の現状と動向」（平成２０年１０月
２３日）
表２ 高齢者住宅・施設供給数（２００８年１０月１日現在）
施設タイプ ホーム数
内，地域
密着型
要介護者
向け居室
数
内，地域
密着型
自立者向
け居室数
居室数計
??????
住宅型有料老人ホーム １，３５４ ２８，２３２ ５，２２１ ３３，４５３
健康型有料老人ホーム ３６ １，５９２ １，５９２
分譲型有料老人ホーム ３７ ５，７２４ ５，７２４
無届有料老人ホーム ２２３ ４，１９６ ４，３６８ ８，５６４
高齢者向け優良賃貸住宅 ４６２ １１，６５３ １１，６５３
高齢者向け専用賃貸住宅 ９７４ ２３，７９０ ２３，７９０
グループリビング ３６ ０ ３１０ ３１０
シルバーハウジング ８３８ ０ ２２，３６６ ２２，３６６
軽費老人ホーム・Ａ型 ２３１ ２２１ １３，３０４ １３，５２５
軽費老人ホーム・Ｂ型 ３１ ０ １，４６２ １，４６２
生活支援ハウス ５７７ ０ ７，０４７ ７，０４７
養護老人ホーム ９６２ ２６，３０７ ４０，２４４ ６６，５５１
計 １９６，０３７
???
介護つき有料老人ホーム ２，２９３ ７９ １０７，０９４ １，５７８ ２２，８４６ １２９，９４０
グループホーム ９，５１４ １３５，６０９ １３５，６０９
ケアハウス １，９８５ ２１ １４，９０２ ４８７ ５８．８３４ ７３，７３６
計 ３３９，２８５
????介護老人福祉施設 ６，２５４ ２０７ ４２５，５８４ ５，０８４ ４２５，５８４
介護老人保健施設 ３，５２３ ３１６，７００ ３１６，７００
介護療養型医療施設 ２，４０２ １１０，２４５ １１０，２４５
計 ８５２，５２９
全 国 計 ３１，５９９ ３０７１，１６９，０９０ ７，１４９ ２１８，７６１ １，３８７，８５１
注） 各施設の戸数を合計したものである。実際には，夫婦２人で居住し介護サービスを利
用するケースや健康型有料老人ホームのように介護サービスを利用しない高齢者が居
住する施設が含まれる。なお，複数の施設に重複登録もある。
出所）（株）タムラプランニング＆オペレーティング提供のデータを筆者が組み替えた。
高齢者向け住宅政策の展開と介護保険
― ―２８３
そこで，厚生労働省の「介護保険事業報告」と（株）タムラプランニン
グ＆オペレーティング提供のデータをあわせて，図のＢがどのくらいの大
きさになるのか，大雑把な推計をしてみる。
まず「介護保険事業報告」より２００８年１０月には居宅サービス（地域密
着型を含む）の利用者（図のＡ＋Ｂ＋Ｃ）は２８４．４万人，介護施設の入居者
（Ｄ）は８４．２万人であった。また狭義の居住系（Ｃ）の利用者は２４．１万人
であった。したがって，Ａ＋Ｂの利用者は２６０万人である。このうちのＢ
の部分を（株）タムラプランニング＆オペレーティングのデータから推計
する。表２によると，約２０万人弱という数字となる。狭義の居住系より
も２割程度小さいが，かなり多くの高齢者がＢに含まれていると推計され
る。また，自宅以外の住まい・施設で介護サービスを利用する高齢者（Ｂ
＋Ｃ＋Ｄ）は，第１号被保険者（６５歳以上人口）の４．４％を占めている。こ
こでのＢの推計はきわめてラフなものであるが，近年このカテゴリーは拡
大しており，詳細な実態調査が必要である。
 －２ 急増する高齢者専用賃貸住宅
高齢者向け賃貸住宅には，すでに見たように，高円賃（高齢者を理由に入
居を拒まない賃貸住宅として都道府県に登録），高専賃（もっぱらに高齢者に賃貸
する住宅として都道府県に登録）そして高優賃（バリアフリー化や面積などの基
準を満たし，緊急時対応サービスが利用可能な高齢者向け賃貸住宅）の３類型が
ある。これら３者は同心円の関係にあり，最も外側の広い円が高円賃，も
っとも内側の円が高優賃になる。この中で２００５年改革で制度化された高
専賃が，近年急激に増加しており，注目されている。
表３に見るように，２００８年１０月から２００９年９月までの１年間で登録
戸数は４倍以上に増加している。２００９年９月現在での高円賃は総登録件
数１１，６２４，総登録戸数１６９，０８７であり，高専賃は高円賃全体の２２％を占
めている。
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高専賃のうち，居室の賃貸だけでなく，入浴，排せつ，食事の介護，食
事の提供，健康管理などのサービスのいずれかを入居者に提供すると，有
料老人ホームに該当することになるが，各戸が２５㎡以上（居間，食堂等が
共同利用の場合は１８㎡）あり，水洗便所や洗面設備等が設置され，かつ前払
い家賃の保全措置がされていれば，有料老人ホーム非該当の高専賃となる。
このような高専賃が，適合高専賃の届出を都道府県に行えば適合高専賃と
なり，さらに特定施設入居者生活介護の指定を受ければ，一般型あるいは
外部サービス利用型の特定施設となる。
なぜ，高専賃が急増しているのか。その一つの理由は，これが事業者に
とって使い易い制度だからである。高専賃は単に都道府県に登録するだけ
で済む。一方，有料老人ホームの開設に当たっては都道府県に届出が必要
だが，それに先立って事前の協議が必要となる。この手続きをきらって，
有料老人ホームと同様のサービスを提供しながら，高専賃を選択する事業
者がいる。適合高専賃は届出が必要なため，同じ理由で，基準は満たして
いても届出をしないケースもある。また資金制約などで面積の要件を満た
さない場合には，単なる高専賃として登録も可能であり，事業者にとって
使い易い制度である。また，介護療養型療養病床の廃止の受け皿とし
て，２００７年から医療法人が高専賃を開設することが解禁されている。
一方，保険者の側でも施設・居住系に対する総量規制があり，適合高専
賃に対して特定施設の指定に積極的でないところもある。厚生労働省
は，２００６年度から始まる第３期事業運営期間において，介護保険３施設
と居住系施設の適正な整備水準（参酌基準）として，要介護認定者数（要介
表３ 高専賃の推移
年・月 ２００６．１０ ２００７．１０ ２００８．１０ ２００９．０１ ２００９．０９
登録棟数 ９８ ３０８ ３７７ １，０９０ １，４６７
登録戸数 ２，３３１ ７，６５５ ８，８０８ ２７，０９３ ３７，６８９
出所） 高齢者財団調べ
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護２～５）に対する同施設の利用者数を，２００４年度の実績値４１％（８７万人）
から２０１４年度に３７％（１０８万人）以下に引き下げるよう指示した。この参
酌基準は２００９年から始まる第４期でも適用されているが，この基準を
２０２４年度の６５歳以上人口に対する比率に直すと３．２７％であり，２００４年
度の実績値３．４６％から大幅に引き下げられている。過去の参酌基準と比
べてかなり厳しい水準に設定されている１５）。
また参酌基準の算出根拠として，要介護２～５の認定者が介護予防効果
で１０％減少することが想定されている。そもそも要介護２～５の認定率は
２００４年度の８％（２００４年９月）から２００７年度末には９％に上昇しており（他
方，要支援～要介護１の認定率は低下している），足元の認定率が低い。また
介護予防によって，中重度の要介護認定者が１０％減少するという前提は
かなり厳しいものがあると思われる。社会保障国民会議の資料 (2008) で
は，２００７年ですでに介護施設利用者８４万人，居住系サービス利用者２５
万人で合計１０９万人が利用している。地域によっては，すでに参酌基準を
超えているため，新規の特定施設の指定を避けているところがある。そう
した地域では，高専賃のように，特定施設の指定外の“居住系”サービス
へ向かう。先の図１の記号では，ＣとＤを抑制するため，Ｂが増大すると
いう構図が見えてくる。
IV 高齢者の住まいと介護保険
今後の高齢者の住まいを介護保険の視点から見たとき，次の２つの課題
が浮かび上がる。第１は２００５年改革で導入された外部サービス利用型の
特定施設のあり方であり，第２は急増する高専賃に関する課題である。
１５）２０００年度からの第１期の参酌基準は，介護保険３施設を６５歳以上人口比で
３．４％であり，また２００３年度からの第２期では３施設と認知症対応型グル
ープホームあわせて６５歳以上人口の３．５％を整備することとされた。
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 －１ 外部サービス利用型特定施設の課題
外部サービス利用型特定施設は，特定施設の事業者が介護サービスを提
供する一般型特定施設と異なり，外部の事業者に介護サービスを業務委託
する。他方，住宅型有料老人ホームのような特定施設でない民間の施設で
は，入居者は老人ホームに住宅費，食費等を支払い，介護サービスについ
ては個別に事業者と契約する。利用額の１割負担分も介護事業者に直接支
払うが，外部サービス利用型では，施設の事業者が外部の介護サービス事
業者と契約し，１割の自己負担も施設の事業者に支払う点が異なる。
このような外部サービス利用型の特定施設では，利用に応じた支払いが
なされ，また集団介護ではなく個別介護が行われるため，要介護状態では
ない，あるいは介護度が低い高齢者でも早めの住み替えに対応できるとい
うメリットがある。
しかし，要介護状態が重度化したとき，現在の支給限度額で果たして対
応できるかという問題がある。一般型では，要介護度に応じた包括払いで
あり，入所者にとっては自己負担の上限があるので安心である。また介護
つき有料老人ホームでは，要介護度が上がっても，介護保険の自己負担分
を除き，施設へ支払う負担額は一定を謳っているところが多い（低要介護
者からの内部補助がなされている）。一方，外部サービス利用型では，基本サ
ービスの包括払い＋介護サービスの出来高払いであるが，支給限度額は一
般型にあわせて設定されており，重度の要介護者については支給限度額は
居宅よりも，施設よりも低額に抑制されている（表４参照）。
重度化すると，この支給限度額内では必要なサービスは賄えないといわ
れており，不足分を自己負担で購入するか，あるいは，介護施設等への更
なる住み替えが必要となる。早めの住み替えをしても，終の棲家にならな
い可能性がある。また，ケアプランに基づく事前のケアでは不十分で，介
護の現場ではすき間のケア，臨時のケアが必要となり，それが上乗せサー
ビスとなって限度額をオーバーする可能性も高い１６）。外部サービス利用型
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の特定施設については，必要なサービス利用しうるのか，利用実態の検証
が必要である。
 －２ 急増する高専賃の課題
近年，公的賃貸住宅については，シルバーハウジング・プロジェクトや
安心住空間創出プロジェクトにより，高齢者向け住宅と福祉・介護の連携
が図られていることは先述した。こうした公的な賃貸住宅がどちらかと言
えば低所得者向けが主体となるであろう。一方，民間の高齢者向け賃貸住
宅としては，高専賃が急展開をしている。高専賃の事業主体には，かつて
のグループホームのときと同様に，建設業などこれまで福祉と関係のなか
った業種からの進出も多いといわれている。高専賃の第１の課題は，玉石
混交といわれる高専賃のサービスをどう維持するかという問題である１７）。
これについては，先述のように２００９年に高齢者居住法を改正し，高円賃
（したがって高専賃を含む）はすべて，居室等について適合高専賃の基準が
適用されることになった。高齢者財団の調べでは，居室が２５㎡以上の基
準に適合するものが全体の６２．５％，十分な共用スペースがあれば適合す
る１８㎡以上のものが２５．７％，新基準に適合しないものが１１．７％ある１８）。
この新基準は２０１０年５月１９日から施行され，すでに登録済みの高円賃
（高専賃）も新基準で再登録しなければ登録が抹消される。これによってス
ペース的に劣悪なものが排除されることとなった。
不適合のものについては，食事や介護サービスを提供する高専賃は有料
老人ホームに該当し，都道府県に届出が必要となる。しかし，現状でも有
料老人ホームでありながら届出を行わない無届有料老人ホームが多数，存
在している１９）。その中には，小規模の家庭的な雰囲気で高齢者の介護をし
１６） 中村寿美子 (2009)
１７）２００８年３月には高専賃運営の大手企業が民事再生を申請し，別の訪問歯科
診療サポート事業者が事業を承継するという事件が発生した。
１８） 不適合な施設は，全体の２割程度といわれる。日経ヘルスケア (2009)
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ている宅労所も含まれているが，劣悪な環境で質の悪いサービスを提供し
ているところも多い。こうした施設に対する指導・監督を強化する必要が
ある。また，食事等のサービスを提供しない高専賃は，登録が抹消され一
般の共同住宅となる。こうした住宅での介護サービスの利用については，
行政の目は届かない。
第２の課題は，（適合）高専賃で，どのように介護サービスを組み合わ
せるかという問題である。一つの形は，高専賃と訪問介護・訪問看護等を
組み合わせるものである。高専賃と同じ建物の中に在宅介護の事業所を設
け，そこからヘルパーが要介護者のもとに出かけるというパターンである。
この形の問題点として，共用の居間，食堂等で複数の要介護者を介護する
集団介護を行うことが考えられる。外部サービス利用型であれ，非特定の
高専賃であれ，在宅と同じように要介護者と介護者の１対１のサービスが
原則であり，もしケアプランで決められた時間内に他の高齢者にサービス
をしその時間を請求すると，法令違反となる。
また高専賃とデイサービスを組み合わせるという形がある。このとき
は，１対１の問題は回避されるが，介護サービスがデイサービスに行って
いる間は受けられるが，帰宅するとサービスが途切れてしまうという問題
がある。浅川 (2008) は，高専賃を小規模多機能型居宅介護と組み合わせ
ることによって，こうした問題を回避することができると指摘している。
小規模多機能型居宅介護は，２００５年改革で地域密着型サービスの一つ
として創設されたもので，「通い」を基本に「訪問」，「泊まり」の３つの
サービスが一体となって，２４時間切れ目のないサービスを提供するもの
である。高専賃の建物の中に小規模多機能型の事業所を併設することによ
って，高齢者にとっては，建物から出ることなく，まさに２４時間３６５日
１９）２００９年３月に群馬県で起きた無届有料老人ホームの火災事故を契機に，無
届有料老人ホームの劣悪なサービスの実態が明らかにされ，調査が行われた。
２０１０年１月に発表された厚生労働省の調査結果では，２００９年１０月時点で
３８９の施設が無届であった。
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切れ目のないサービスを利用できる。事業者にとって，定員（２５名）を確
保しやすく，介護報酬は，月単位の定額制（丸め）で要介護３以上の報酬
は特養とほぼ同じとなっている。
介護サービス事業者（施設）と一体型の高専賃は高優賃に該当するが，
国は高優賃への補助金を拡充して推進しており，今後，ますます普及する
と思われる。そうしたとき，サービスの質の確保とそのチェックが大きな
課題となる。高専賃と介護サービス事業者が一体化することにより，要介
護者の「囲い込み」が生じる。２００８年９月に総務省は厚生労働省と国土
交通省に対し，行政評価・監視結果に基づいて，有料老人ホーム及びそれ
と同様のサービスを提供する高専賃に対して，都道府県の指導監督権限の
強化を勧告した。特養などで実施されているアウトカム評価などもこうし
た施設に適用するなど，質の維持，確保に努めることが必要である。
V 終わりに
高齢者の住まいと介護保険のあり方を検討するため，小論ではまず高齢
者住宅政策の変遷を追いながら高齢者住宅の現状をみた。わが国では，従
来は，住宅政策では福祉あるいは介護の観点は重視されていなかったが，
近年では住宅と介護を一体化して整備する方向へ政策も対応しつつある。
しかし，政策的にも，厚生労働省と国土交通省にまたがり，また五月雨的
に進められてきたため，高齢者向けの住まいは，きわめて多種多様で，高
齢者に適用されるサービス，負担や補助金のあり方も多岐に渡る。今後は
高齢者向けの住まいを集約化していくことが必要である。
その際，高齢者向けの住まいは，そこで人生の最後を過す終の棲家とな
るようなサービスの提供形態とあわせて考える必要がある。現在，特別養
護老人ホームでもそこで人生を終える人は多くはなく，最後は病院に入院
して死を迎えるケースがほとんどである。近年導入された外部サービス利
用型や急増する高専賃が終の棲家となりうるのか。早めの住み替えが，再
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度の住み替えとならないようにするにはどうすればよいのか。
今後，看取りの問題は，ますます重要となる。医療介護の一体的改革を
通して，病院，在宅，施設，居住系施設，民間施設の役割分担を見直し，
その中で看取りの問題を考えていかねばならない。とくに在宅や高専賃な
どでの看取りが行われるためには，２４時間介護，在宅ホスピスの普及が
欠かせない。
こうした問題については，稿を改めて考察したい。
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要
な
サ
ー
ビ
ス
を
ト
ー
タ
ル
に
提
供
。
６０
歳
以
上
事
業
者
と
入
居
者
と
の
契
約
都
市
再
生
機
構
，
地
方
住
宅
供
給
公
社
や
認
定
民
間
法
人
安
否
確
認
，
相
談
な
ど
外
部
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
あ
り
国
土
交
通
省
１８
ヵ
所
（
２０
０３
年
１０
月
現
在
高
齢
者
住
宅
財
団
調
べ
）
シ
ル
バ
ー
ハ
ウ
ジ
ン
グ
地
方
公
共
団
体
な
ど
に
よ
る
賃
貸
住
宅
で
，
高
齢
者
の
身
体
特
性
に
配
慮
し
た
設
計
の
住
宅
。
付
帯
設
備
と
生
活
援
助
員
(L
SA
)に
よ
る
相
談
，
安
否
確
認
，
緊
急
時
対
応
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
。
原
則
１９
㎡
／戸
～
８０
㎡
／戸
６０
歳
以
上
（
東
京
都
６５
歳
以
上
）
地
方
公
共
団
体
，
都
市
再
生
機
構
と
入
居
者
と
の
契
約
地
方
公
共
団
体
な
ど
LS
A
に
よ
る
相
談
，
安
否
確
認
，
緊
急
時
対
応
サ
ー
ビ
ス
外
部
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
あ
り
国
土
交
通
省
６３
４
団
地
１７
，４
０９
戸
平
成
１５
年
３
月
末
現
在
，（
高
齢
者
住
宅
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
よ
り
）
（
３
）
民
間
施
設
名
称
概
要
年
齢
条
件
利
用
手
続
き
設
置
主
体
利
用
料
サ
ー
ビ
ス
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
補
助
所
管
法
令
等
整
備
数
?
?
?
?
?
?
?
健
康
型
有
料
老
人
ホ
ー
ム
の
定
義
は
「
老
人
を
入
所
さ
せ
，
入
浴
，
排
せ
つ
若
し
く
は
食
事
の
介
護
，
食
事
の
提
供
又
は
そ
の
他
の
日
常
生
活
上
必
要
な
便
宜
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
も
の
の
供
与
を
す
る
事
業
を
行
う
施
設
で
あ
っ
て
，
老
人
福
祉
施
設
，
認
知
症
対
応
型
老
人
共
同
生
活
援
助
事
業
を
行
う
住
居
，
そ
の
他
厚
生
労
原
則
６０
歳
以
上
の
自
立
高
齢
者
入
居
一
時
金
：
平
均
約
２６
００
万
円
健
康
管
理
費
又
は
，
介
護
上
乗
せ
費
：
食
事
，
入
浴
，
介
護
，
相
談
，
助
言
な
ど
生
活
全
般
，
緊
急
時
の
な
し
な
し
３０
６
ヵ
所
（
２０
０６
年
１０
月
１
日
現
在
）
高齢者向け住宅政策の展開と介護保険
― ―２９５
名
称
概
要
年
齢
条
件
利
用
手
続
き
設
置
主
体
利
用
料
サ
ー
ビ
ス
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
補
助
所
管
法
令
等
整
備
数
?
?
?
?
?
?
?
働
省
令
で
定
め
る
施
設
で
な
い
も
の
」
設
備
は
，
キ
ッ
チ
ン
，
ト
イ
レ
，
洗
面
台
，
浴
室
，
収
納
ス
ペ
ー
ス
，
緊
急
通
報
装
置
，
エ
ア
コ
ン
な
ど
。
広
さ
の
規
定
は
な
い
が
，
２５
㎡
～
７０
㎡
が
多
い
。
健
康
型
は
，
生
活
支
援
等
の
サ
ー
ビ
ス
が
付
い
た
高
齢
者
向
け
居
住
施
設
で
，
介
護
が
必
要
と
な
っ
た
場
合
に
は
，
契
約
を
解
除
し
退
去
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
施
設
と
利
用
者
と
の
契
約
終
身
利
用
権
方
式
，
賃
貸
方
式
な
ど
が
あ
る
が
，
９０
％
が
終
身
利
用
権
方
式
を
採
用
し
て
い
る
。
民
間
企
業
，
社
会
福
祉
法
人
，
医
療
法
人
，
財
団
な
ど
２０
０
～
５０
０
万
円 月
額
約
１５
万
円
（
管
理
費
，
食
費
）
対
応
厚
生
労
働
省
老
人
福
祉
法
第
２９
条
住
宅
型
元
気
な
と
き
か
ら
利
用
で
き
，
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
場
合
，
外
部
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
な
が
ら
生
活
を
継
続
す
る
。
外
部
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
介
護
付
（
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
）
介
護
が
必
要
と
な
っ
た
と
き
は
，
当
該
有
料
老
人
ホ
ー
ム
が
提
供
す
る
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
を
利
用
し
な
が
ら
生
活
を
続
け
る
。
近
年
，
社
宅
や
ホ
テ
ル
な
ど
を
リ
フ
ォ
ー
ム
し
た
も
の
が
多
く
な
り
，
一
棟
借
り
に
よ
っ
て
経
営
コ
ス
ト
を
低
く
お
さ
え
ら
れ
る
た
め
，
入
居
一
時
金
が
安
く
な
っ
て
い
る
。
多
く
の
施
設
が
要
介
護
者
を
対
象
に
運
営
し
て
い
る
。
終
身
利
用
権
方
式
・
賃
貸
方
式
な
ど
が
あ
り
，
設
備
面
で
施
設
に
よ
る
格
差
が
大
き
い
。
６５
歳
以
上
の
要
介
護
者
入
居
一
時
金
は
最
多
価
格
帯
５０
０
～
１０
００
万
円
で
元
気
な
方
を
対
象
と
す
る
も
の
よ
り
も
安
い
。
月
額
は
約
１３
～
２５
万
円
（
管
理
費
，
食
費
，家
賃
）。
ト
イ
レ
，
洗
面
台
，
ベ
ッ
ド
程
度
の
も
の
が
多
く
み
ら
れ
る
。
緊
急
通
報
装
置
が
な
い
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
（
一
般
型
）
な
し
（
た
だ
し
，
療
養
病
床
か
ら
転
換
す
る
場
合
に
は
あ
り
）
１６
６２
ヵ
所
（
２０
０６
年
１０
月
１
日
現
在
）
介
護
付
（
外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
）
介
護
が
必
要
と
な
っ
た
と
き
は
，
当
該
有
料
老
人
ホ
ー
ム
で
生
活
し
な
が
ら
，
外
部
の
事
業
者
が
提
供
す
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
。（
要
介
護
度
に
応
じ
て
利
用
限
度
額
が
あ
る
）
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
（
外
部
サ
ー
ビ
ス
利
用
型
）
?
?
?
?
?
?
高
齢
者
円
滑
入
居
賃
貸
住
宅
（
高
円
賃
）
高
齢
者
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
入
居
を
拒
ま
な
い
賃
貸
住
宅
と
し
て
登
録
さ
れ
た
も
の
。
登
録
情
報
は
，
都
道
府
県
・
市
町
村
の
窓
口
な
ど
，
ま
た
は
本
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
閲
覧
可
能
。（
登
録
住
宅
に
は
高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
を
含
む
）。
２０
１０
年
５
月
よ
り
面
積
，
設
備
，
前
払
い
家
賃
の
保
全
等
に
つ
い
て
，
適
合
高
専
賃
と
同
じ
基
準
が
適
用
に
な
っ
た
。
不
動
産
業
者
の
仲
介
等
に
よ
り
賃
貸
人
と
契
約
民
間
事
業
者
外
部
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
な
し
国
土
交
通
省
高
齢
者
の
居
住
の
安
定
確
保
に
関
す
る
法
律
（
２０
０１
年
）
２３
，８
６６
戸
（
２０
０８
年
１０
月
１
日
現
在
）
高
齢
者
専
用
賃
貸
住
宅
（
高
専
賃
）
も
っ
ぱ
ら
高
齢
単
身
者
，
夫
婦
世
帯
に
賃
貸
す
る
住
宅
と
し
て
，
登
録
さ
れ
た
も
の
。
・
入
浴
，
排
泄
も
し
く
は
食
事
の
介
護
，
・
食
事
の
提
供
，
・
洗
濯
，
掃
除
等
の
家
事
，
・
健
康
管
理
の
い
ず
れ
か
を
行
う
。
２５
㎡
以
上
（
共
同
型
は
１８
㎡
以
上
）
で
必
要
な
室
内
設
備
を
設
置
し
，
前
払
家
賃
の
保
全
措
置
を
と
っ
て
い
事
業
者
と
入
居
者
と
の
契
約
民
間
事
業
者
一
般
の
賃
貸
住
宅
と
変
わ
ら
な
い
も
の
か
ら
，
生
活
ス
タ
ッ
フ
に
よ
り
各
外
部
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
も
し
く
は
特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護
な
し
８
，８
０８
戸
（
２０
０８
年
１０
月
１
日
現
在
）
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― ―２９６
る
も
の
は
，
適
合
高
専
賃
と
な
り
，
特
映
施
設
入
居
者
生
活
介
護
の
指
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。
適
合
高
専
賃
は
，
有
料
老
人
ホ
ー
ム
非
該
当
と
な
る
。
種
サ
ー
ビ
ス
が
行
な
わ
れ
て
い
る
も
の
ま
で
様
々
第
三
章
高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
（
高
優
賃
）
高
齢
者
の
身
体
特
性
に
配
慮
し
た
仕
様
を
備
え
，
緊
急
通
報
サ
ー
ビ
ス
等
が
利
用
可
能
な
高
齢
者
向
け
の
賃
貸
住
宅
。
生
活
援
助
員
(L
SA
)に
よ
る
生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス
（
相
談
，
安
否
確
認
な
ど
）
の
派
遣
を
受
け
る
こ
と
も
可
能
。
都
道
府
県
知
事
や
政
令
市
，
中
核
市
の
市
長
が
高
齢
者
向
け
優
良
賃
貸
住
宅
制
度
※
の
認
定
基
準
に
基
づ
き
認
定
し
て
い
る
。
整
備
費
補
助
や
家
賃
減
額
補
助
を
受
け
て
い
る
も
の
も
あ
る
。（
※
高
齢
者
の
居
住
の
安
定
確
保
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
制
度
）
キ
ッ
チ
ン
，
ト
イ
レ
，
洗
面
台
，
浴
室
，
収
納
ス
ペ
ー
ス
つ
き
で
，
原
則
２５
㎡
／戸
以
上
。
６０
歳
以
上
事
業
者
と
入
居
者
と
の
契
約
地
方
公
共
団
体
，
都
市
再
生
機
構
，
地
方
住
宅
供
給
公
社
，
民
間
事
業
者
な
ど
居
宅
サ
ー
ビ
ス た
だ
し
，
・
２４
時
間
介
護
が
必
要
に
な
っ
た
場
合
は
生
活
困
難
・
認
知
症
な
ど
の
症
状
が
出
た
場
合
は
，
生
活
困
難
利
用
者
の
所
得
に
応
じ
て
，
家
賃
補
助
が
あ
る
国
土
交
通
省
３
，６
９３
戸
（
２０
０８
年
１０
月
１
日
現
在
）
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
社
会
福
祉
法
人
や
医
療
法
人
，
N
PO
法
人
や
民
間
企
業
な
ど
が
，
要
介
護
状
態
の
認
知
症
高
齢
者
に
対
し
て
，
家
庭
的
な
雰
囲
気
の
あ
る
場
を
通
じ
て
食
事
，
入
浴
，
排
せ
つ
等
の
生
活
上
の
介
護
を
提
供
す
る
。
５
～
９
人
を
１
ユ
ニ
ッ
ト
と
し
，
ス
タ
ッ
フ
と
入
居
者
が
家
庭
的
な
雰
囲
気
の
中
で
と
も
に
生
活
す
る
施
設
「
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
と
は
，
要
介
護
者
で
あ
っ
て
認
知
症
で
あ
る
も
の
（
そ
の
者
の
認
知
症
の
原
因
と
な
る
疾
患
が
急
性
の
状
態
に
あ
る
者
を
除
く
。）
に
つ
い
て
，
そ
の
共
同
生
活
を
営
む
べ
き
住
居
に
お
い
て
，
入
浴
，
排
せ
つ
，
食
事
等
の
介
護
そ
の
他
の
日
常
生
活
上
の
世
話
及
び
機
能
訓
練
を
行
な
う
こ
と
を
い
う
」
６５
歳
以
上
認
知
症
の
診
断
を
受
け
た
要
介
護
認
定
者
施
設
と
利
用
者
と
の
契
約
社
会
福
祉
法
人
，
医
療
法
人
，
民
間
企
業
，
N
PO
法
人
食
事
，
入
浴
な
ど
生
活
全
般
，
緊
急
時
の
対
応
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活
介
護
厚
生
労
働
省
介
護
保
険
法
第
８
条
の
１８
９
，０
２６
ヵ
所
（
２０
０７
年
１０
月
１
日
現
在
）
（
４
）
介
護
保
険
施
設
名
称
概
要
年
齢
条
件
利
用
手
続
き
設
置
主
体
利
用
料
サ
ー
ビ
ス
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
補
助
所
管
法
令
等
整
備
数
?
?
?
?
?
?
介
護
老
人
生
活
介
護
施
設
要
介
護
認
定
Ｉ
以
上
の
人
を
対
象
に
生
活
全
般
に
わ
た
っ
て
，
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
施
設
。
平
成
１２
年
か
ら
の
介
護
保
険
法
の
施
行
に
伴
い
，
介
護
保
険
に
お
け
る
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
対
象
と
な
り
，
利
用
者
契
約
に
変
わ
っ
た
事
か
ら
待
機
者
が
多
く
な
り
，
最
近
は
各
自
治
体
で
入
居
優
先
規
準
を
設
け
る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
。
６５
歳
以
上
の
要
介
護
者
施
設
と
利
用
者
と
の
契
約
地
方
公
共
団
体
，
社
会
福
祉
法
人
介
護
福
祉
施
設
サ
ー
ビ
ス
都
道
府
県
に
よ
る
補
助
あ
り
（
国
の
補
助
は
廃
止
）
厚
生
労
働
省
指
定
介
護
老
人
福
祉
施
設
の
人
員
，
設
置
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
５
，７
１６
ヵ
所
（
２０
０６
年
１０
月
１
日
現
在
）
高齢者向け住宅政策の展開と介護保険
― ―２９７
名
称
概
要
年
齢
条
件
利
用
手
続
き
設
置
主
体
利
用
料
サ
ー
ビ
ス
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
補
助
所
管
法
令
等
整
備
数
?
?
?
?
?
?
介
護
老
人
保
健
施
設
病
状
が
安
定
期
に
あ
り
，
入
院
治
療
の
必
要
は
な
い
が
，
リ
ハ
ビ
リ
や
看
護
・
介
護
を
中
心
と
し
た
医
療
ケ
ア
を
必
要
と
す
る
人
た
ち
を
対
象
と
し
て
医
療
ケ
ア
と
生
活
サ
ー
ビ
ス
を
併
せ
て
提
供
す
る
施
設
。
現
実
は
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
入
所
待
機
者
が
多
く
を
占
め
て
い
る
。
「
介
護
老
人
保
健
施
設
（
老
人
保
健
施
設
）
は
，
福
祉
サ
ー
ビ
ス
計
画
に
基
づ
い
て
看
護
，
医
学
的
管
理
の
下
に
お
け
る
介
護
，
及
び
機
能
訓
練
そ
の
他
必
要
な
医
療
な
ら
び
に
日
常
生
活
上
の
世
話
を
行
な
う
こ
と
に
よ
り
，
入
所
者
が
そ
の
有
す
る
能
力
に
応
じ
，
自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
と
と
も
に
，
そ
の
者
の
居
宅
に
お
け
る
生
活
へ
の
復
帰
を
目
指
す
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
６５
歳
以
上
施
設
と
利
用
者
と
の
契
約
月
額
約
６
～
７
万
円
（
食
費
，雑
費
，
介
護
保
険
の
１
割
負
担
）
介
護
保
健
施
設
サ
ー
ビ
ス
地
方
公
共
団
体
に
よ
る
補
助
あ
り
厚
生
労
働
省
介
護
保
険
法
第
９６
条
第
１
項
３
，３
９１
ヵ
所
（
２０
０６
年
１０
月
１
日
現
在
）
介
護
療
養
型
医
療
施
設
長
期
に
わ
た
り
療
養
を
必
要
と
す
る
患
者
の
た
め
，
居
住
性
を
高
め
る
た
め
の
一
定
の
基
準
を
満
た
し
た
病
院
，
病
棟
の
こ
と
。
一
般
病
院
・
病
棟
よ
り
も
医
師
や
看
護
婦
が
少
な
く
て
よ
い
ぶ
ん
，
介
護
職
員
や
介
護
補
助
者
の
配
置
が
必
要
。
２０
１１
年
度
末
で
廃
止
の
方
針
が
示
さ
れ
て
い
る
。
６５
歳
以
上
病
院
と
患
者
と
の
契
約
介
護
療
養
施
設
サ
ー
ビ
ス
厚
生
労
働
省
２
，９
２９
ヵ
所
（
２０
０６
年
１０
月
１
日
現
在
）
注
）
高
齢
者
向
け
の
公
的
賃
貸
住
宅
に
は
，
こ
の
ほ
か
，
都
道
府
県
・
市
区
町
村
が
提
供
す
る
公
営
住
宅
，
独
立
行
政
法
人
と
市
再
生
機
構
が
提
供
す
る
住
宅
，
地
方
住
宅
供
給
公
社
が
提
供
す
る
住
宅
が
あ
る
。
出
所
）
濱
田
(20
07
)，
高
齢
者
財
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ht
tp
://
w
w
w
.k
ou
juu
zai
.
o
r.
jp/
sum
ai
/h
tm
l/p
ag
e0
2.
ht
m
l,『
シ
ニ
ア
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
』
編
集
部
編
『
よ
く
わ
か
る
高
専
賃
』
ヒ
ュ
ー
マ
ン
ヘ
ル
ス
ケ
ア
発
行
２０
０７
年
，
国
土
交
通
省
(20
08
a,
b)
を
も
と
に
，
筆
者
作
成
。
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